
 

 

 

 

        

住民監査請求の監査結果について 

 

次の住民監査請求について、監査委員は地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条に基づき監査を

行いましたので、監査結果を公表します。 

（別添資料）監査結果公表文 

 

附属機関の委員に対する報酬の支給に関するもの 

経  過 

令和５年２月16日 職員措置請求書受付 

令和５年２月27日 監査委員会議にて審議（要件審査） 

令和５年３月13日 請求人及び監査対象局職員の陳述 

令和５年３月28日 監査委員会議にて審議（結果決定） 

監査請求の要旨 

 市民局市民情報室市民情報課が横浜市例規に規定がないにもかかわらず、横浜市個人情報保護

審議会の特定の委員（以下「当該委員」といいます。）に答申の作成に係る報酬を違法、不当に

支給した。 

 よって、違法、不当に支給された答申の作成に係る報酬について、横浜市が返還請求すること

を求める。また、関係した職員の厳正な処分を求める。 

監査の結果 

本件請求について、請求人の主張には理由がないと認めます。（棄却） 

＜監査委員の判断＞ 

本件請求において請求人は、令和４年10月７日に横浜市長に提出された答申（以下「本件答申」

といいます。）の作成に係る当該委員への報酬について、「市民局市民情報室市民情報課が横浜市

例規に規定がないにもかかわらず、答申作成料を違法、不当に支給をした。」と主張しています。 

当該委員の職については、日額で支給される報酬が定められています。また、「「附属機関・懇

談会に関する手引」等の改定 及び附属機関委員の報酬支払いの考え方について（通知）（令和２

年４月１日総行第5229号）」（以下「総務局通知」といいます。）において、総務局人事部労務課と

の協議を経た上で、「会議開催日以外でも委員が本市に対して役務を提供し、かつ客観的に勤務し

たことが判断できる日」について日額で支給される報酬を支払うことができるとされています。

そして、本件答申の作成に係る当該委員への報酬の支給については、この総務局通知に基づいた

協議は適切に行われていることが認められます。また、当該委員は本件答申の作成のため令和４

年９月29日に役務を提供しており、かつ電子メールのやり取りから客観的に勤務していることが

認められます。このことから、本件答申の作成に係る当該委員への報酬については、日額で支給

される報酬の額を支払うことについて、根拠があるものと認められます。 

そして、執行伺の処理の遅れや支出命令に関係する資料の記載誤りがあったものの、本件答申

の作成に係る当該委員への報酬は上記の根拠に基づき支出されていることが認められます。 

 

以上のことから、当該委員に対して支出した、本件答申の作成に係る報酬が、違法又は不当な

財務会計上の行為に該当するとは言えず、請求人の主張には理由がないと判断しました。 

令 和 ５ 年 ４ 月 ７ 日 
監査事務局監査管理課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

裏面あり 



 

 

【参考】地方自治法抜粋 

（住民監査請求） 

第242条 普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員又は当該普

通地方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約

の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担がある（当該行為がなされることが相当の確実さ

をもつて予測される場合を含む。）と認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若し

くは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面を

添え、監査委員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改め、

又は当該行為若しくは怠る事実によつて当該普通地方公共団体の被つた損害を補塡するために必要な措

置を講ずべきことを請求することができる。 

２～４ 省略 

５ 第１項の規定による請求があつた場合には、監査委員は、監査を行い、当該請求に理由がないと認める

ときは、理由を付してその旨を書面により請求人に通知するとともに、これを公表し、当該請求に理由が

あると認めるときは、当該普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関又は職員に対し期間を示して必

要な措置を講ずべきことを勧告するとともに、当該勧告の内容を請求人に通知し、かつ、これを公表しな

ければならない。 

６～11 省略 

お問合せ先 

監査事務局監査管理課長 尾崎 太郎 Tel 045-671-3354 



 

１ 

 

 

第１ 監査の結果 

   本件請求について、請求人の主張には理由がないと認めます。 

 

第２ 請求の受付 

 １ 請求人 

   (略) 

 

 ２ 請求書の提出日 

   令和５年２月 16 日 

 

 ３ 請求の内容 

   請求の内容は、別紙１のとおりです。 

 

 ４ 要件審査 

   監査委員は、令和５年２月 27 日に要件審査を行い、本件請求が地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号。以下「法」といいます。）第 242 条所定の要件を備えているものと認め、

監査を実施することを決定しました。 

 

第３ 監査の実施 

 １ 監査対象事項の決定 

   横浜市個人情報保護審議会（以下「当該審議会」といいます。）の特定の委員（以下

「当該委員」といいます。）に対して支出した、令和４年10月７日に横浜市長に提出され

た答申（以下「本件答申」といいます。）の作成に係る報酬が、違法又は不当な財務会計

上の行為に該当するか否かを監査対象事項としました。 

 

 ２ 監査対象局 

   総務局及び市民局を監査対象局としました。 

 



 

２ 

 

 

 ３ 証拠の提出及び陳述の聴取 

   監査委員は、法第 242 条第７項の規定に基づき、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を

設け、令和５年３月 13 日に陳述を聴取しました。 

   また、監査委員は、同日に監査対象局から見解書（別紙２のとおり）の提出を受けると

ともに、監査対象局職員から陳述を聴取しました。 

 

第４ 監査の結果 

 １ 請求人及び監査対象局職員の陳述 

   請求人及び監査対象局職員から聴取した陳述内容は、別紙３及び別紙４のとおりです。 

 

 ２ 事実関係の確認 

   請求人からの提出書面及び請求人の陳述、監査対象局からの提出書面及び監査対象局職

員の陳述並びに監査委員の調査により、監査対象事項について、次の事実を認めました。 

  (1) 当該審議会の設置と当該委員への委嘱について 

    当該審議会は、横浜市長の附属機関です。附属機関は、法第 138 条の４第３項に基づ

き、法律又は条例の定めるところにより置くことができると定められています。当該審

議会を置くことについては、横浜市個人情報の保護に関する条例（平成 17 年２月横浜

市条例第６号）第 58 条に規定されており、当該審議会は条例により設置されているこ

とが認められます。 

    また、当該審議会は横浜市個人情報の保護に関する条例第 58 条第５項に基づき横浜

市長が任命する委員をもって組織するとされており、当該委員は、令和４年６月１日に

横浜市長から委嘱を受け、当該審議会の委員になったことが認められます。 

    なお、当該審議会の委員の身分は、附属機関の委員であることから、地方公務員法

（昭和 25 年法律第 261 号）第３条第３項第２号により、非常勤特別職の地方公務員で

あると定められています。 

地方自治法（抜粋） 

第 138 条の４ 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、

法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

② 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公

共団体の条例若しくは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関

し、規則その他の規程を定めることができる。 



 

３ 

 

 

③ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関

として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は

調査のための機関を置くことができる。ただし、政令で定める執行機関について

は、この限りでない。 

横浜市個人情報の保護に関する条例（抜粋） 

（横浜市個人情報保護審議会の設置等） 

第 58 条 この条例及び横浜市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律の施行に関する条例(平成 27 年９月横浜市条例第 52 号)により

その権限に属させられた事項を行うため、横浜市個人情報保護審議会を置く。 

２ 審議会は、前項の規定による事項を行うほか、実施機関の諮問に応じ、個人情報

の保護に関する重要な事項を審議するものとする。 

３ 審議会は、前２項に規定する事項を行うほか、個人情報の保護に関し必要と認め

る事項について調査審議し、実施機関に意見を述べることができる。 

４ 審議会は、その職務を遂行するため必要があると認めるときは、実施機関の職員

その他関係者の出席を求め、これらの者の意見若しくは説明を聴き、又はこれらの

者に資料の提出を求めることができる。 

５ 審議会は、市長が任命する委員 10 人以内をもって組織する。 

６ 審議会の委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。

ただし、再任を妨げない。 

７ 審議会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員を置く

ことができる。 

８ 専門委員の任期は、２年以内で市長が定める期間とする。 

９ 審議会の委員及び専門委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならな

い。その職を退いた後も、同様とする。 

地方公務員法（抜粋） 

（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

第３条 地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法

（平成15年法律第118号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。

以下同じ。）の全ての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一般職と特別職とに分

ける。 

２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 

３ 特別職は、次に掲げる職とする。 

（第１号及び第１号の２省略） 

 (2) 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程

により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の

構成員の職で臨時又は非常勤のもの 

（第２号の２以下省略） 

  

  (2) 当該委員に支払う報酬について 

    非常勤特別職職員の報酬は、横浜市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条

例（昭和 31 年８月横浜市条例第 31 号）に定められており、当該審議会の委員は第２条

第 24 号に該当し、その報酬の額は第３条第２項により、日額 49,000 円又は月額



 

４ 

 

 

884,000 円を超えない範囲内で任命権者が定めるとされています。 

    当該審議会の委員について任命権者が定める報酬の額は、「附属機関の委員等非常勤

特別職員の報酬改定について（通知）（平成８年２月20日総労第394－１号）」による

と、当該委員の職については日額 25,000 円とされています。 

    また、日額で支給される報酬については、「「附属機関・懇談会に関する手引」等の

改定 及び附属機関委員の報酬支払いの考え方について（通知）（令和２年４月１日総

行第 5229 号）」（以下「総務局通知」といいます。）によると、「原則は、会議開

催・出席日を以て報酬を支払っていますが、「会議開催日以外でも委員が本市に対して

役務を提供し、かつ客観的に勤務したことが判断できる日」については、報酬の支払い

対象となる場合があります。会議開催日以外の役務を報酬の支払い対象とする場合は、

総務局労務課に協議」することとされています。 

    総務局によれば、当該審議会の答申の作成に係る報酬の支給について、令和２年７月

に市民局から相談を受け、原則は審議会等の出席をもって報酬を支払うが、答申作成等

に関連した報酬の支払は、会議と同等の役務を提供し、かつ客観的に勤務したことが判

断できる日に支払の対象になりうるとし、所管課で対外的な説明ができる場合には、支

払の対象となる場合がある旨を、総務局人事部労務課から回答したとのことです。 

横浜市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（抜粋） 

（職員の範囲） 

第２条 この条例の定めるところにより報酬及び費用弁償の支給を受ける特別職職員

は、次の各号に掲げる者とする。 

（第１号から第 23 号まで省略） 

 (24) 前各号以外の非常勤の職員 

（報酬の額） 

第３条 前条第１号から第 23 号までに掲げる者の受ける報酬の額は、別表による。 

２ 前条第 24 号に規定する非常勤の職員の受ける報酬の額は、日額 49,000 円又は月

額 884,000 円を超えない範囲内で任命権者が定める。 

３ 前項の規定にかかわらず、職務の性質上これによりがたい特別の事情があると認

められる職にある者の報酬の額は、任命権者が市長と協議して定める。 

 

  (3) 本件答申に係る経過について 

    市民局によれば、本件答申に係る経過としては、令和４年５月 25 日に横浜市長から

の諮問を受け、当該審議会において、第 199 回（令和４年５月 25 日開催）、第 200 回

（令和４年６月 29 日開催）、第 202 回（令和４年８月 26 日開催）及び第 203 回（令和



 

５ 

 

 

４年９月 28 日開催）の４回にわたり審議し、第 203 回の当該審議会において答申案が

承認されたとのことです。なお、第 203 回の当該審議会において、委員からの意見を踏

まえた答申案の一部修正を、当該委員に一任するとされたとのことです。そして、令和

４年９月 29 日に、市民局が電子メール及び電話により当該委員に修正案を提示し、当

該委員は修正案を踏まえて答申を確定させたことが認められます。 

    また、横浜市長は当該審議会から令和４年 10 月７日に答申を受け、同日に市民局が

内容を公表しています。 

  (4) 本件答申作成に係る当該委員への報酬の支給について 

    横浜市予算、決算及び金銭会計規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 57 号。以下「市会

計規則」といいます。）第 35 条によると、本件答申の作成に係る当該委員への報酬の

支給に当たっては、当該委員が勤務する前に執行伺の決裁を受ける必要がありました。 

    しかし、上記(3)のとおり、当該委員が勤務をした日は令和４年９月 29 日であったと

ころ、市民局にて執行伺が決裁されたのは 10 月６日でした。 

   また、市会計規則第 113 条に基づき、支出命令が令和４年 10 月 17 日に起案され、10

月 21 日に決裁されていることが認められますが、起案文書の添付資料に、答申作成完

了日を９月 29 日と記載すべきところ９月 28 日とした記載がありました。 

    これらの手続により、令和４年 10 月 31 日に、当該委員に 25,000 円が支給されてい

ることが認められ、市民局によると、本件答申の作成に係る当該委員への報酬の支給は

そのほかには行っていないとのことでした。 

横浜市予算、決算及び金銭会計規則（抜粋） 

（執行伺） 

第 35 条 歳出予算を執行しようとするときは、あらかじめ執行伺をたて、決裁を受

けなければならない。 

（第２項以下省略） 

（支出命令書の発行手続） 

第 113 条 局長は、執行伺若しくは発注伺の決裁が完了したとき、又は執行伺を省略

することができる経費の支出手続をしようとするときは、次に掲げる事項を調査

し、及び審査の上、適正と認めるときは、歳出予算科目及び目節の区分ごとに、支

出命令書(第 43 号様式の１及び２)の発行手続をしなければならない。ただし、歳

入の戻出については、戻出命令書(第 44 号様式の１及び２)の発行手続をもって、

支出命令書の発行手続に代えるものとする。 

（第１項第１号以下省略） 

 



 

６ 

 

 

 ３ 監査委員の判断 

   以上を踏まえ、監査委員は、次のとおり判断しました。 

   本件請求において請求人は、本件答申の作成に係る当該委員への報酬について、「市民

局市民情報室市民情報課が横浜市例規に規定がないにもかかわらず、答申作成料を違法、

不当に支給をした。」と主張しています。 

   当該委員の職については、上記２(2)のとおり、日額で支給される報酬が定められてい

ます。また、上記２(2)のとおり、総務局通知において、総務局人事部労務課との協議を

経た上で、「会議開催日以外でも委員が本市に対して役務を提供し、かつ客観的に勤務し

たことが判断できる日」について日額で支給される報酬を支払うことができるとされてい

ます。そして、本件答申の作成に係る当該委員への報酬の支給については、この総務局通

知に基づいた協議は適切に行われていることが認められます。また、上記２(3)のとおり、

当該委員は本件答申の作成のため令和４年９月 29 日に役務を提供しており、かつ電子メ

ールのやり取りから客観的に勤務していることが認められます。このことから、本件答申

の作成に係る当該委員への報酬については、日額で支給される報酬の額を支払うことにつ

いて、根拠があるものと認められます。 

   そして、上記２(4)のとおり、執行伺の処理の遅れや支出命令に関係する資料の記載誤

りがあったものの、本件答申の作成に係る当該委員への報酬は上記の根拠に基づき支出さ

れていることが認められます。 

 

 ４ 結論 

   以上のことから、当該委員に対して支出した、本件答申の作成に係る報酬が、違法又は

不当な財務会計上の行為に該当するとは言えず、請求人の主張には理由がないと判断しま

した。 

 

 ５ 判断の根拠とした書類 

  (1) 総務局提出分 

   ア 見解書（総務局部分） 

   イ 住民監査請求に係る質問への回答 

 



 

７ 

 

 

  (2) 市民局提出分 

   ア 見解書（市民局部分） 

   イ 住民監査請求に係る質問への回答 

   ウ 次の起案文書 

起案日 文書番号 件名 

令和４年５月10日 市市情第412号 
横浜市個人情報保護審議会委員（第12期）等の委嘱につ

いて 

令和４年10月４日 市市情第1417号 
横浜市個人情報保護審議会答申の作成に係る報酬につい

て 

令和４年10月17日 市市情第1472号 
20221031-990421-支出命令-1-008173-0103（審議会答申

作成報酬） 

 

    

    










































































































